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【研究要旨】本研究は、特定行為研修を組み込んでいる認定看護師教育機関及び開講を検討・

計画している教育機関にインタビューすることにより、研修体制の実態と、研修受講者の効率

的な養成に資する研修提供体制の質的特徴を明らかにすることを目的とした。研究対象は、特

定行為研修を組み込んでいる認定看護師教育を行う教育機関（B課程）と B課程への移行を検討

中の特定行為研修を組み込んでいない認定看護師教育を行う教育機関（A課程）、各 5機関、計

10機関である。 

インタビューガイドを用いた半構造化 Webインタビューにより、認定看護分野ごとの運営体

制・内容、教育目標、開講してみての感想・意見・工夫や苦労など、特定行為研修と認定看護

師教育の連携の実際（特定行為研修共通科目と区分別科目さらに認定看護師教育科目における

教育内容・教育順番等のカリキュラム構築、実習や演習・e-learningにおける教育・運営方

法）と、それらに関する課題、その理由、ならびに対応や工夫、 研修運営体制において、人

的・物的（空間的）・時間的・経済的な側面から効率的だと考えられる点、受講生が研修を効率

的に受講できるよう工夫している点と、その評価、対象機関で提供している課程の特徴や強

み、もしくはカリキュラム構築や研修の実施・管理・運営において重点をおいている内容や方

法、研修受講生からの研修に係る評価（授業、学習支援、学習環境に対して等）、修了者への支

援に関する取り組みの有無と、その内容、運営における財務的な問題がある場合、その理由、B

課程には A課程修了者と B課程修了者との違い、などについて聞いた。 

対象となった 10教育機関 596コードを分析した結果、サブカテゴリー67、カテゴリー12に統

合された。 

 カテゴリーは、1) 多職種チームの中で看護学的根拠を基盤に最善のケアとして特定行為を実

現できる看護師の育成、2) 認定看護師の実践・実績を継承しつつ、特定行為と同時に修得でき

る魅力、3) eラーニングを効果的・効率的に運用できる体制、4) 制約のある中でも最大限、研

修生の成長と専門性を高める実習方法、5) 実習施設の確保や協力を得るための工夫、6) 研修

生の学習を促進する教育方法の検討、7) 地域や組織の資源を活かした教育内容や学習環境、8) 

学習方法や学習環境の効率化を踏まえ学習の順序性を考慮したカリキュラム構成、9) 分野の専

門性を高める特定の教育内容の強化、10) 運用・財務面での効率化の検討、11) 研修修了後の

学習や活動継続のための支援、12) 課題、である。 

これらカテゴリーの関係性をもとに、本研修における「効率的な研修体制の在り方」の操作

的に定義した「使った労力」に対応するものとして実際にどのような研修体制で実施・運営さ

れているのか、「得られた成果」を対象者がどのような点において評価しようとしているのか、

どのような成果を得ようとしているのか、の観点から、「効率的な研修体制の在り方」の構造化

を試みた。得ようとしている成果はカテゴリー1と 2、使った労力としてのそれを目指す研修の

実施・運営にはカテゴリー3～9、および 11、それを支えるカテゴリー7および 10が明らかとな

った。 

特定行為研修を組み込んでいる認定看護師教育の修了者の輩出はこれからであり、今後は、

修了者の活動実態を見据えた、教育の精錬による効率的な研修提供が期待され、また、より明

確な効率性に関する指標開発が求められるだろう。 
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１ 研究目的 

１．１ 研究背景 

わが国では、超高齢社会への医療需要の変化に

対応すべく、医師から看護師へのタスク・シフテ

ィング等の推進が提言され、2015年に特定行為に

係る看護師の研修（以下、研修とする）制度が施

行された。これをうけ、研修修了者の活用への期

待は高まり、2019年には現場での研修修了者の活

躍推進と受講負担の軽減を目的に、制度が一部改

正され、今後、研修受講ニーズの加速度的な増加

が見込まれる。 

現在、研修修了者は約 2,000 人であり、厚生労

働省が示す研修修了者数の目標値との乖離は大き

い。教育機関は 40 都道府県に 134 機関あり、施

設種別では全教育機関のうち病院が 65％と最も多

い。年間の総定員数は約 1,500人、1施設あたり

の定員数が 5人未満の機関がほとんどである。ま

た、病院等の教育機関では、受講者を自施設所属

の看護師のみとしている機関も少なくない。こう

した限定的な養成体制は、目標に比して研修修了

者数が少ないことの一因として考えられると同時

に、今後、受講ニーズの増大に対応できなくなる

可能性を示唆する。 

一方で、年間 100人以上の養成規模の教育機関

や、外部受講者の受け入れに積極的な教育機関等

も存在し、中でも特徴的な教育機関に、認定看護

師の教育機関がある。公益社団法人日本看護協会

の資格である認定看護師は現在約 2 万人、年間

1,200 人前後が認定されている。日本看護協会

は、認定看護師を対象に特定行為研修受講を進め

るとともに、2020年 4 月から、認定看護師教育に

特定行為研修を組み込んだ新たな認定看護師教育

を開始している。新たな認定看護師教育の特徴

は、特定行為研修により臨床推論力や病態判断力

とともに、これまでの認定看護師としてのアセス

メントに基づく質の高い看護実践がさらに強化さ

れる。さらに、多職種との対話力向上に基づくリ

ーダーシップを発揮することで、医療のキーパー

ソンとして、あらゆる場で看護を必要とする対象

に、より質の高いケアを提供する力が発揮できる

ことが期待されている。このことは、特定行為研

修の在り方に大きな影響を与えることが予測され

る。 

このように、特定行為研修受講ニーズの増大に

対応するには、量のみならず質も担保されなけれ

ばならない。いかに多くの研修修了者を輩出した

としても不十分なアセスメントや不適切な特定行

為では国民の健康を守ることはできない。よっ

て、質の高い特定行為のできる看護師の増加を目

指しながら、効率的な研修体制で研修受講者を養

成していく必要がある。研修受講者の効率的な養

成に資する研修体制としては、定員数の多さや外

部受講者の受け入れ、他研修との連携等が考えら

れるが、この場合、教育機関の運営上の負担が指

摘されている。先行研究等から、事務作業、人材

確保、施設・設備の準備等の負担や、実習での症

例数の確保及び実習場所の調整が困難であること

などが教育機関の運営上の課題として挙がってい

るが、特定行為を組み込んだ認定看護師制度にお

ける研修修了者養成の効率性の観点からの知見は

これまでない。 

 

１．２ 研究目的 

特定行為研修を組み込んでいる認定看護師教育

機関の研修体制の実態と、研修受講者の効率的な

養成に資する研修提供体制について探索的に調

査・検討を行い、その推進に向けた示唆を得るこ

とを目的としている。本研究は分担研究 2 とし

て、インタビュー調査を実施し、特定行為研修体

制の効率性とその推進に向けた示唆を得ることを

目的としている。 

しかし、指定研修機関の背景は多様であり、本

研究は特定行為研修を組み込んだ認定看護師教育

を扱い、修了者をこれから輩出するという限界が

ある。このことから、研修体制の実態と、研修受

講者の効率的な養成に資する研修提供体制の質的

特徴を明らかにすることを、本研究の目的とす

る。 

大辞泉によると「効率」は「使った労力に対す

る、得られた成果の割合」とされている。質的研

究において割合を具体的な数値であらわすことは

困難であり、かつ、本研究では客観的数値的な割

合を明らかにすることを目的としていない。むし

ろ、効率的な研修体制とされるものが定性的にど

のような在り方をしているのかを明らかにするこ

とを目的としている。また、対象教育機関のうち

特定行為研修を組み込み既に開設している B課程

認定看護師教育機関（以下、B課程とする） は開

講後数カ月経過した時点であり、特定行為研修を

組み込んでいない A課程認定看護師教育機関（以

下、A 課程とする ）については今後 B課程の開講

を検討する予定であることから、「得られた成

果」までを示すことは困難であることから、本研

究ではどのような成果を得ようとしているかを明

らかにすることにした。 

以上より、本研究では、「使った労力」に対応

するものとして、実際にどのような研修体制で実

施・運営されているのかを対象者に聴取し、その

うえで「得られた成果」を対象者がどのような点

において評価しようとしているのか、どのような

成果を得ようとしているのかを聴取することによ

って、「効率的な研修体制の在り方」を明らかに

する． 

 

１．３ 期待される効果 

研修受講者の効率的な養成において認定看護師

教育課程を基盤とした特徴的な教育機関へのヒア

リングを重点的に行うことで、効率的な研修提供
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体制や研修運営上の課題等が明確化され、課題解

決の具体的な方策を検討するための知見が得られ

る。 

これらは、効率的な研修提供体制を推進するた

めの施策を検討する為の基礎資料となり、今後の

研修の効率性を示す指標の抽出や類型化、効率的

な研修提供体制に影響する要因の検討や支援の可

能性につながり、研修修了者の増加促進、ひいて

は修了者の活用推進による医療生産性向上への貢

献が期待できる。 

 

１．５ 流れ図（図１） 

本研究は、「特定行為研修の効率的な研修体制につい

ての探索的研究」のうち、研究２である。 

 

２ 研究方法 

 

２．１ 対象 

1) 研究対象の選定 

研究対象は、以下(1)(2)の教育機関あわせて

10 教育機関とする。 

(1) 研修受講者の効率的な養成において、認

定看護師教育を併せ持つ特徴をもち、かつ

研修修了者数増加へのインパクトが大きい

と考えられる教育機関として、B 課程のう

ち、機関の責任者が研究内容を理解し研究

協力の意思を有する機関。 

(2) 研修体制構築上の課題を比較検討するた

めに、A課程のうち、日本看護協会のネッ

トワークおよび研究メンバーからの推薦に

より、以下の選定条件に該当する機関。 

・今後、A課程に特定行為研修の組み込み

を検討している。 

・機関の責任者が、本研究の内容を理解し

研究協力の意思を有する。 

 

2) 研究対象者の選定 

研究協力対象として内諾が得られた教育機

関の責任者に対し、研修の運営および管理に

携わる研修責任者またはそれに準じる者等、

本研究のインタビューに相応しい研修担当者

の推薦を依頼し、推薦された各機関 1名～数

名をインタビューの対象者とする。その中に

は、教育機関の責任者も自己推薦者として含

んでもよい。 

 

２．２ 調査方法 

インタビューガイドを用いた半構造化インタビ

ューとする。インタビューは、webを使用した遠

隔面接にて行い、インタビュー内容を録音し、逐

語録としデータとする。 

２．３ 調査内容 

1)対象教育機関ならびに対象者の基本情報 

(1) 所在地域、組織区分、特定行為研修実施

の有無・開設時期 

(2) 認定看護分野ごとの運営体制・内容 

-研修担当者/数と役職・役割 

-外部講師数と職種 

-開講時期・期間 

-研修総時間数 

-定員数と受講生数・組み込んでいる特

定行為研修区分・領域別パッケージ

研修（Ａ課程については、組み込み

を検討中の特定行為研修区分・開講

迄の残り準備期間・予定定員数） 

-認定看護師教育基準カリキュラム以外

に取り入れている内容と研修時間数 

-実習施設数、実習施設地域 

-認定看護師教育課程の実習指導者数 

-特定行為研修の実習指導医数 

-認定看護師教育課程指導者と特定行為

研修指導者の併任の有無 

-受講生の所属施設で実習（自施設実

習）を行っている受講生数 

(3) e-learning の有無と種類（日本看護協

会、S-QUE、学研、放送大学、その他） 

(4) 受講生の状況（経済的な支援、e-

learning 学習時間の支援） 

(5) 運営における財務的問題の有無 

(6) 研究対象者に関する情報（職位、担当領

域） 

 

2) B課程の対象機関 

(1) 教育目標（育成したい看護師像） 

(2) 特定行為研修を組み込んだ B課程を開講

した理由と、開講してみての感想・意

見・評価 

(3) B 課程として認定されるまでの過程におけ

る苦労や課題、開講までに行った準備内

容や期間 

(4) 認定看護師教育基準カリキュラム以外の

内容と、それを取り入れた理由 

(5) 特定行為研修と認定看護師教育の連携の

実際（特定行為研修共通科目と区分別科

目さらに認定看護師教育科目における教

育内容・教育順番等のカリキュラム構

築、実習や演習・e-learning における教

育・運営方法）と、それらに関する課

題、その理由、ならびに対応や工夫 

(6) 研修運営体制において、人的・物的（空

間的）・時間的・経済的な側面から効率的

だと考えられる点 

(7) 受講生が研修を効率的に受講できるよう

工夫している点と、その評価 

(8) 対象機関で提供している B課程の特徴や

強み、もしくはカリキュラム構築や研修
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の実施・管理・運営において重点をおい

ている内容や方法 

(9) A 課程修了者と B課程修了者との違い 

(10)研修受講生からの研修に係る評価（授

業、学習支援、学習環境に対して等） 

(11)修了者への支援に関する取り組みの有無

と、その内容 

(12)運営における財務的な問題がある場合、

その理由 

 

3) A課程の対象機関 

(1) 特定行為研修を組み込んだ B課程を開始

する場合の教育目標（育成したい看護師

像） 

(2) 今後、特定行為研修を組み込んだ B課程

を開講したい理由 

(3) 特定行為研修を組み込むことで考えられ

るメリット 

(4) 現在の A課程に特定行為研修を組み込み

連携させ、B 課程として認定されるまでの

過程や、カリキュラム構築、ならびに今

後の実施・管理・運営にあたって、課題

や必要と思われる準備内容や期間 

(5) 特定行為研修を組み込んだ場合に、取り

入れたい認定看護師教育課程基準カリキ

ュラム以外の内容と、その理由 

(6) 特定行為研修を組み込んだ場合の研修運

営体制において、人的・物的（空間的）・

時間的・経済的な側面から、効率的にで

きそうな点 

(7) 特定行為研修を組み込んだ場合に、受講

生が研修を効率的に受講できるよう工夫

できそうな点 

(8) 特定行為研修を組み込んだ場合に、特徴

や強みとしたい点、もしくはカリキュラ

ム構築や研修の実施・管理・運営におい

て重点をおきたい内容や方法 

(9) A 課程修了者と B課程修了者との違いにつ

いて考えられる点 

(10)現在の A課程の受講生から、B課程開講に

際して聞いている感想や意見、要望 

(11)運営における財務的な問題がある場合、

その理由 

 

２．４ 調査期間  

2020年 8 月（倫理審査終了後）～10 月  

 

２．５ 分析方法 

インタビューで得られた内容を逐語録としデー

タとする。データを意味のあるまとまりで単位化

し元ラベルとする。効率的な研修提供体制の構築

や運営上の課題の明確化の視点で、内容の類似性

から質的帰納的に分析し、カテゴリー化し、その

内容を簡潔な表題にして示す。特定行為研修や看

護教育・看護管理等の有識者を複数名、研究協力

者とし、インタビュー項目の妥当性やデータの解

釈について研究メンバーで検討しながら進める。

具体的手順を以下とした。 

(1) 逐語録を繰り返し読み、「効率的な研修体

制の在り方」「運営上の課題」について記述

されている部分を意味内容ごとに抽出す

る． 

(2) 抽出部分の記述を、明確な意味のとれる文

章として要約したものを「コード」とす

る． 

(3) 「効率的な研修体制の在り方は何か」とい

う視点で、類似するコード同士を集め、集

まったコードが表す全体的な意味をサブカ

テゴリーとして表現する． 

(4) 同様に、類似するサブカテゴリー同士を集

め、カテゴリーとして表現する． 

 

２．６ 倫理的配慮 

1) 研究対象教育機関および対象者に協力を依頼

し同意を得る方法 

(1) 各教育機関の責任者に対し、電話による

口頭もしくはメール文面にて、研究者が研

究計画書の内容に沿って詳細を説明し、研

究協力について打診し内諾を得る。内諾を

得た教育機関が依頼文書を必要とする場合

には教育機関責任者あて研究協力依頼書

（資料 1）を郵送する。 

(2) 研究者は内諾が得られた教育機関の責任

者に対し、研修の運営に携わる研修責任者

またはそれに準じる者等、本研究のインタ

ビューに相応しい教員 1名～数名の推薦を

依頼する。 

(3) 教育機関責任者は、推薦する対象者の承

諾を得たのち、その対象者の氏名・役職・

研究者が直接アクセスできる方法（電話番

号、住所、メールアドレスのうち対象者か

ら提供してもよいと許可が得られた情報）

を研究者に伝える。 

(4) 研究者は、対象者に許可されたアクセス

方法にて直接対象者に連絡をとり、研究目

的・方法・倫理的配慮について説明し、研

究協力依頼の打診をする。 

(5) 内諾が得られた場合に、改めて対象者

個々に、研究対象者あて研究協力依頼書

（資料 2）、同意書（資料 3）、同意撤回書

（資料 4）、教育機関の基本情報記入用紙

（資料 5）、インタビューガイド（資料 6）

を郵送する。 

(6) インタビュー当日までに webを使用した

遠隔面接にて、研究協力依頼書（資料 2）

とインタビューガイド（資料 6）を用いて

口頭で、研究の目的・方法・倫理的配慮に
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ついて説明し、質問を受けた後に、諾否を

確認する。 

(7) 研究協力の同意が得られた場合、同意書

（資料 3）と教育機関の基本情報記入用紙

（資料 5）を、対象者から郵送してもら

い、研究協力の諾否は、同意書（資料 3）

への署名によって確認する。 

 

2) 対象者の自由な選択と同意撤回の保障 

(1) 対象者には、研究の目的・方法、結果の

公表、倫理的配慮、研究協力の利益・不利

益を文書および webを用いて口頭で説明

し、そのうえで研究協力を自由意思にて選

択できることを説明し保障する。 

(2) 同意撤回書（資料 4）を準備し、いつでも

同意撤回ができることを説明する。 

(3) 研究協力の拒否や途中辞退は可能であ

り、それによって対象者が不利益を被るこ

とは一切ないことを説明し保障する。 

 

3) 対象者に生じる負担及び予測されるリスクへ

の対応、ならびに利益 

(1) インタビューの内容で答えたくない場合

は答えなくてもよいこと、また途中辞退は

いつでも可能であること、そのことにより

不利益を被ることはないことを説明し保障

する。 

(2) インタビューに要する時間は対象者の負

担を考慮して、1時間程度とする。開始後

も対象者の表情や態度を注意深く読み取

り、苦痛や負担が生じていないかを確認し

声掛けする。必要に応じ適宜休憩を取り、

研究協力者の都合に合わせて時間の短縮や

延長を考慮する。途中中断しても不利益は

ないことを常に伝える。なお、開始後 1時

間経過した時点で、対象者に苦痛や負担の

有無を確認し、それらが生じている場合は

中断もしくは終了する。 

(3) webでの遠隔面接となるため、対象者にと

って都合がよくプライバシーの守られる場

所を選択してもらう。研究者は研究者以外

の者が立ち入ることがなく声や映像が漏れ

ない部屋にて行う。 

(4) webでの遠隔面接に必要な機材等は研究者

が予め準備し郵送する。使用方法がわから

ない場合は、電話やメールなどを用いてイ

ンタビュー前に丁寧に説明し、対象者が不

安なくインタビューに臨めるようにする。 

(5) 教育機関の基本情報については、事前に

記入用紙（資料 5）を渡し紙面への記入を

依頼することで、インタビューによる拘束

時間を短縮する。同様に、インタビューガ

イド（資料 6-1、6-2）に事前に目を通

し、インタビュー時の回答に参考となりそ

うな資料があれば予め準備してもらうこと

を依頼する。 

(6) インタビュー内容の理解を深めるため

に、教育機関の教育課程の概要、シラバ

ス、実習施設に関する情報、教員に関する

情報、研修の管理・運営に関わる情報等を

資料として提供することを研究者が求めた

場合に、対象者はそれらの提供を拒否する

ことも可能であることを伝える。 

(7) インタビューが複数名となる場合は、イ

ンタビューガイドのどの質問を誰が回答す

るのか予め担当者を事前に準備してもらう

ことでインタビュー時間の短縮を図る。ま

た、そのための準備への協力について、研

究者から事前に依頼しておく。 

(8) インタビューが複数名となる場合は、対

象者間での互いのプライバシーを考慮しつ

つリラックスして話せるように研究者が最

初に伝える。 

(9) インタビューは許可を得てから IC レコー

ダーに録音する。録音後であっても、対象

者から研究に用いて欲しくない部分があれ

ば削除する。インタビュー前に、発言内容

に可能な限り固有名詞が含まれないよう対

象者に依頼してから開始する。固有名詞等

個人情報が含まれた場合でも、研究者がデ

ータから削除し意味のない記号等匿名化す

るため心配はないことを説明する。 

(10) 研究協力に対する対象者の直接的な利益

はないが、本研究を行うことで教育機関の

今後の運営に役立てられる情報を提供でき

る可能性がある。 

(11) 対象者全員（対象機関）に、研究協力へ

の謝礼として日本看護協会謝金規定に基づ

き謝金を支払う。 

 

4) 対象者及びその関係者からの相談への対応 

(1) 対象者およびその関係者から相談があっ

た場合、研究者が随時対応する。また、研

究前・中・後のいかなる段階においても、

質問や相談があれば応じることを伝えてお

く。 

(2) 連絡窓口となる研究者と連絡方法につい

て、研究協力依頼書（資料 1・2）に明示

しておく。 

 

5) 対象者のプライバシー確保に関する対策（個

人情報等の取り扱い方法） 

(1) 得られたデータおよび結果は、研究目的

以外に使用しない。 

(2) インタビューの際に知り得た情報は、守秘

義務を遵守するよう徹底する。なお、イン

タビュー開始時に固有名詞をできるだけ用

いないように依頼する。 
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(3) 委託する逐語録作成業者は、プライバシ

ーマークを掲げている業者を選定する。音

声データは簡易書留にて業者に送付し、音

声データを扱えるのは研究責任者とインタ

ビュー担当者のみとする。 

(4) 音声データや逐語録上の固有名詞や個人

を特定可能な情報等は、すべて記号化し個

人が特定できないようにした匿名加工情報

を用い、当該個人情報の復元や、特定の個

人を識別するために他の情報との照合等は

一切行わない。まだ、分析作業は、加工後

に行う。 

(5) データを電子的に保存する場合は、すべ

てのデータファイルにパスワードをかけ、

研究者以外の者は閲覧不可能とし、持ち運

びのない特定のパソコンもしくはハードデ

ィスクに保存し施錠できる場所にて保管す

る。 

(6) 紙媒体のデータは、研究者の所属施設内

の施錠できる場所に保管し、分析作業など

必要時のみ閲覧可能とする。なお、インタ

ビューデータ、属性記入用紙、同意書はそ

れぞれ別々に保管する。 

(7) 研究者間でインターネットを介してデー

タをやり取りすることは原則行わない。 

(8) 万が一、匿名加工された後の逐語録等の

データを送信せざるを得ない場合には、デ

ータファイルにパスワードをかけ、研究と

は無関係なタイトルを付けてインターネッ

トで送信する。 

(9) 研究者間でのデータのやり取りに関して

は、インターネット経由による情報暴露に

対するセキュリティ対策を確実に行うこと

を研究者間で周知徹底する。 

(10) 研究に用いたすべてのデータは、施錠可

能な場所に研究終了後 10年間保管し、そ

の後復元不可能にして破棄する。 

 

6) 研究情報（結果を含む）の対象者への開示及

び公表の方法 

(1) この研究によって得られた成果を学会や論

文などで発表する場合には、個人を特定で

きる情報（教育機関名、地名、対象者名な

ど）は一切使用しない。 

(2) 研究結果の報告還元について対象者から

依頼があった場合は、研究終了後に結果の

概要を送付する。送付方法については対象

者の都合を確認し、知り得た住所等の個人

情報は送付目的以外には使用しない。 

 

7) 研究費の資金源と利益相反 

(1) 本研究は、厚生労働省科学研究費補助金

によって行われる。 

(2) 本研究の利益相反について報告すべき該

当事項はなく、公正性を保っている。 

 

8) 知的財産権の発生 

(1) 本研究の成果に基づいて、特許権などの

知的財産権が生じる可能性もあるが、その

権利は日本看護協会に帰属し、研究対象者

には知的財産権は発生しない。 

 

３ 結果 

 

３．１ 対象教育機関の概要 

対象教育機関は、B 課程 5教育機関、A 課程 5

教育機関の合計 10 教育機関であった。 

施設区分は、B課程では医療関係団体が 3 教育

機関、大学が 2 教育機関で、A課程では医療関係

団体が 2 教育機関、大学が 3 教育機関であった。

両課程では、医療関係団体が 5教育機関、大学が

5 教育機関であった。 

開設分野数は、B課程では 1 分野が 2教育機

関、2 分野が 1教育機関、5 分野が 2教育機関

で、A 課程では 1分野が 4教育機関、2 分野が 1

教育機関であったが、今後開設予定の B課程は全

ての教育機関が 1分野としていた。 

インタビュー対象者の職位と人数は、B 課程で

は管理責任者が 2名、主任教員が 6 名、専任教員

が 1名の総数 9 名で、A課程では主任教員が 4

名、専任教員が 2名の総数 6 名であった。両課程

では、管理責任者が 2 名、主任教員が 10名、専

任教員が 3名で、総数は 15 名であった。B課程で

インタビュー対象者数が 2名以上の教育機関が 2

教育機関、1 名の教育機関が 3教育機関で、A 課

程でインタビュー対象者数が 2名以上の教育機関

は 1教育機関、1名教育機関が 4教育機関であっ

た。両課程において、インタビュー対象者数が 2

名以上の教育機関は 3 教育機関、1名の教育機関

は 7教育機関であった。 

1 教育機関あたりのインタビューに要した平均

時間は、B課程では 85.0±4.3分（77-89）で、A

課程では 57.2±4.8分、両課程の平均では 71.1±

14.6分(50-64)であった。 

1 教育機関あたりのデータ分析に用いたコード

数は、B課程では 79.8±12.2（59-88）コード、A

課程では 42.8±5.4（38-52）コード、分析には

10 教育機関 596 コードを用いた。対象教育機関の

概要を、表 1に示した。 

 

３．２ 分析結果 

対象となった 10教育機関 596 コードを分析し

た結果、サブカテゴリー67、カテゴリー12 に統合

された。表 2にカテゴリー、サブカテゴリー、な

らびにサブカテゴリーが抽出された対象教育機関

を示した。なお、各サブカテゴリーに含まれたコ
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ードの抜粋は、資料として付した。以下、カテゴ

リーごとに結果を説明する。 

 

1) 多職種チームの中で看護学的根拠を基盤に最

善のケアとして特定行為を実現できる看護師の

育成 

これには、「1-1 認定看護分野の専門性

を基盤に看護学的根拠をもったアセスメント

をする」、「1-2 手順書通りの医行為実施に

とどまらず、実施判断を含め、看護の基盤で

ある患者の生活を視点に医行為をおこな

う」、「1-3 多職種におけるチーム医療のキ

ーパーソンとなる」、「1-4 臨床推論・病態

判断・医療面接・フィジカルアセスメント等

医学的知識基盤や技術の強化によって、看護

の専門性を高める」、「1-5 認定看護師とし

ての専門知識・技術を基盤とした特定研修に

よって学習が深化し視野や活動が拡大す

る」、「1-6 医師との共通言語を持ち得て、

ディスカッションや報告を含めたコミュニケ

ーションがよりスムーズになる」、「1-7 地

域/社会のニーズに合致した看護実践ができ

る看護師を育成する」、「1-8 自律/自立し

た、自ら成長できる看護師を目指す」、「1-9 

特定行為という名目によらず、看護をより高

い水準で実践できる看護師を目指す」、「1-10 

看護職を組織化したり指導的な役割を担って

いくことを目指す」のサブカテゴリーが含ま

れた。 

 

2) 認定看護師の実践・実績を継承しつつ、特定

行為と同時に修得できる魅力 

これには、「2-1 認定看護師としての役

割や能力が求められており、今後も継承する

ことを重視する」、「2-2 認定看護師は特定

行為を任せられるという医師からの信頼があ

る」、「2-3 認定看護師は組織を理解してお

り組織的に活動することが可能である」、「2-

4 認定看護師のアセスメント力、多職種と

の調整力、組織化力を学べるよう、それらの

力のある者を教員として置く」「2-5 B課程

での学習（特定認定看護師としての活動）

が、看護師に期待されている」「2-6 今後の

活用を鑑み、看護管理者や医師が B 課程（特

定認定看護師）に期待し支持している」「2-7 

認定課程と特定研修の両方を同時に修得でき

る」のサブカテゴリーが含まれた。 

 

3) eラーニングを効果的・効率的に運用できる

体制 

これには、「3-4 研修生にとって最も効

果的・効率的な eラーニング教材を選択す

る」といった e ラーニング教材そのものに関

するサブカテゴリーのほか、「3-1 eラーニ

ングの学習・進捗状況を研修生同士や教員と

で共有したり、継続学習を促す仕組みを取り

入れて学習を支援する」、「3-2 eラーニン

グ学習環境の支援を職場で受けられているか

確認したり研修生本人や所属施設に働きかけ

たりする」、「3-3 eラーニング学習内容と

所要時間を検討し、学習の進め方を工夫して

研修生に示す」といった、e ラーニングをよ

り効果的、効率的に運用するための研修体制

に関するサブカテゴリーが含まれた。 

 

4) 制約のある中でも最大限、研修生の成長と専

門性を高める実習方法 

これには、「4-1 指導医の専門分野を認

定看護分野と一致させたり、1事例で複数区

分実習できるようにするなど、学習対象の効

率化を図る」といった、1つの事例であって

も、その分野の専門性に焦点をあて看護の対

象特性として複数の学習科目の視点から学ぶ

ことによって効率化しようとするサブカテゴ

リーのほか、「4-2 認定実習と特定実習とで

学習課題・内容を明確に区別する」、「4-3 

特定行為の技術習得だけでなく、自施設にお

ける自己の課題達成・統合的成長を目指した

実習にする」といった研修生の成長と専門性

をより高められるような学習課題を目指すサ

ブカテゴリーが含まれた。また、「4-4 専門

分野の特徴(対象特性)や特定行為と看護との

統合を学ぶのに最適な、実習施設を選択す

る」は実習施設に関するサブカテゴリー、

「4-5 特定実習と認定実習それぞれの課題

や期間を考慮して実習スケジュールを組む」

は実習スケジュールに関するサブカテゴリ

ー、「4-6 効率的に実習に臨めるように、課

題やトレーニング演習、イメージ作りなどの

実習前学習機会を設ける」は実習前の準備に

関するサブカテゴリー、「4-7 修了後も研修

生への指導を継続するため、自施設で特定実

習を実施できるよう調整する」は自施設実習

の推進に関するサブカテゴリー、「4-8 指導

の質を担保するために、特定行為研修修了認

定看護師など研修に慣れた指導者のいる施設

で実習できるよう調整したり、それに準じた

工夫をする」と「4-9 研修生の学習進捗の

確認や支援のため、実習施設との連携を密に

行う方法を検討する」は、実習先施設で十分

な指導が受けられるよう指導者や連携に関す

るサブカテゴリーとして挙げられた。 

 

5) 実習施設の確保や協力を得るための工夫 

これには、「5-1 指導医の理解を得て実

習協力施設を増やすには、調整力のある認定

看護師の実績を活かす」、「5-2 実習施設の

指導医・看護部の理解や協力を得るための課
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題を認識し方略を検討する」のサブカテゴリ

ーが含まれた。 

 

6) 研修生の学習を促進する教育方法の検討 

これには、「6-1 演習対照表やズームで

のグループワークなど、eラーニングや遠隔

学習を補完・支援する教材や教育方法を検

討・実施する」といった直接的な対面教育で

はない不利益を補うこと、「6-2 演習や eラ

ーニングに要する学習時間、実習時間の確保

について検討する」といった限られた時間内

で学修できるかどうかの検討、「6-3 グルー

プダイナミクスを活かして学習が促進される

ように、研修生の個々の背景に応じた配置を

工夫する」、「6-4 研修生のレディネスを高

めるために、個々の能力や理解度・到達度を

見極め、事前課題などを検討する」、「6-5 専

門看護師や認定看護師、特定行為研修修了

者、専門看護分野の第一線にいるものなど対

象患者像やニーズを熟知する者が、講師や教

員となることで学習を強化する」「6-6 研修

の時間と空間を効率的に使って学習できる形

態を工夫する」「6-7 研修生が主体的に学習

するように、自己選択式の学習材料や機会を

提示しておく」といった研修生の能力や経

験、学習レディネスの相違を案じてある一定

レベルまで向上させようとしつつも、むしろ

その相違をピアサポートとして生かすような

工夫に関するサブカテゴリーが含まれた。 

 

7) 地域や組織の資源を活かした教育内容や学習

環境 

これには、「7-1 地域に存在あるいは組

織が所有する、シミュレーション設備、図書

室、専門外来などの物的/環境的資源を活用

する」、「7-2 組織内や地域施設に所属する

他学科教員や医療職などの人的資源を活用す

る」、「7-3 研修生の実習生活にかかわる負

担を軽減できるような地域資源を活かす」と

いったサブカテゴリーが含まれた。 

「7-1 地域に存在あるいは組織が所有す

る、シミュレーション設備、図書室、専門外

来などの物的/環境的資源を活用する」で

は、設置主体が大学の A2は実習室やシミュ

レーターなど各種機材や図書館の蔵書を看護

学科と共有し、A4は大学で整備されている

Webミーティングシステムなどのツールやネ

ット環境などを活用できるとした。また、医

療関係団体である B1は施設特性を生かし、

最先端の医療や著名な医師の講義、専門病棟

や特殊外来等の見学などを組み込んでいた。

B2 は県内のシミュレーションセンターを活

用したり、B3のように病院を複数有する場

合には、実習を分けて実施し症例数が確保で

きるようにしている。 

「7-2 組織内や地域施設に所属する他学

科教員や医療職などの人的資源を活用する」

では、特定行為研修と認定看護師教育を同時

に行っており講義が一度で済む、グループ病

院などから医師、看護師、薬剤師や大学教員

などを兼務としサポートを得られやすい、ま

た、大学教員のスペシャリティを活かして効

果的な講義ができる、などがあった。 

「7-3 研修生の実習生活にかかわる負担

を軽減できるような地域資源を活かす」で

は、割安な看護師宿舎の提供や、地域柄住居

費用が安価である、市内で交通の便がよいな

どがあった。 

「7-4 複数課程の利点を生かし、合同・

交流する授業形態や聴講を取り入れ、多様な

視点を与える」では、他分野の研修生と演

習、グループワークや実習をできるようにし

たり、それぞれの講義を聴講可能とし詳しい

内容を学習する機会を提供するなどがあっ

た。 

「7-5 特定行為研修や認定看護師の運営

経験、大学や臨床での実践・教育経験、理解

ある指導者の存在など、組織に蓄積された実

績を生かす」では、これまでの認定看護師教

育の実績を生かしていること、また、これま

でも指導に当たってきた医師が研修に慣れて

いることなどがあがった。 

「7-6 組織（設置母体）が協力的で理解

がある、課程の設置意義を理解している」で

は、認定看護師の教育意義を理解しているこ

と、大学自体が地域貢献に力を入れており、

この教育課程を実施しているなどがあがっ

た。 

 

8) 学習方法や学習環境の効率化を踏まえ学習の

順序性を考慮したカリキュラム構成 

これは、「8-1 共通科目や特定研修区分

科目、認定教育科目の組み合わせ方など教育

内容の順番を、研修生の思考・態度の修養過

程に応じたものとする」、「8-2 学習の場を

移動することによる研修生や所属施設の負担

を減らせるようなスケジュールとする」、「8-

3 指定時間数内で効率よく学修できるよ

う、e ラーニングや科目間における教育内容

の重複を判断してシラバスを作成する」とい

ったサブカテゴリーから構成された。 

 

9) 分野の専門性を高める特定の教育内容の強化 

これには、「9-1 当該分野にとって専門

性の高い教育内容を取り入れる」、「9-2 特

定行為のできる認定看護師の役割や社会的要

請における価値を認識し説明できるような教
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育をする」といったサブカテゴリーから構成

された。 

 

10) 運用・財務面での効率化の検討 

これには、「10-1 分野・コースあるいは

受講定員数の拡大を検討する」、「10-2 複数

課程の設置など、同一教育機関内で様々な研

修生のニーズに対応できるようにする」とい

った受講生数を増やして収益をあげようとす

るサブカテゴリーのほか、「10-3 経済効率

の高い e ラーニング教材を選択する」、「10-4 

地域や組織が所有している設備や機材などの

資源を利用する」、「10-5 受講料の妥当性を

検討したうえで費用を設定する」、「10-6 組

織内で講師を調達することで、人件費を安価

に保つ」、「10-7 財務的に負担の少ない高額

機材購入・借用計画をたてる」、「10-8 当該

教育課程を含む組織全体で、財務的なバラン

スをとる」といったサブカテゴリーから構成

された。 

10-1、10-2では、B課程と認定看護師を

対象とした特定行為研修を同時に実施した

り、特定行為研修修了者を認定看護師教育課

程へ編入させるなど、研修生のニーズに合わ

せたコース展開を考えていた。 

「10-3 経済効率の高い eラーニング教

材を選択する」では、実施しているコース展

開に合わせて、研修者あたりのコストなどを

計算し、各社のものを比較して e-ラーニン

グを決定、検討していた。 

「10-4 地域や組織が所有している設備

や機材などの資源を利用する」では、近隣大

学のシミュレーターセンターを実習期間中借

用したり、組織内にすでにあるシミュレータ

ーを活用するなどがあがった。 

10-5～8では、具体的に、文部科学省の

補助金申請、受講料の設定、組織内の講師を

活用することによる人件費の抑制、負担が無

いような高額機材の購入や借用計画、財務的

なバランスを組織全体でとるなどがあがっ

た。 

 

11) 研修修了後の学習や活動継続のための支援 

これは、「11-1 研修修了後、年数回ニー

ズを踏まえたフォローアップ研修や集合教育

等をする」、「11-2 研修修了後、講師・ファ

シリテーターなどで研修運営に携わってもら

うことでステップアップを支援する」、「11-3 

研修修了後、シミュレーション機器利用や聴

講・再履修制度、長期研修受入などで引き続

き教育機関を活用できる」、「11-4 研修修了

生のメーリングリストや会を作り、情報の共

有をする」、「11-5 学会発表や執筆指導、モ

チベーション維持のための心理的サポートな

どによって活動継続を支援する」といった研

修修了生に対する継続的な支援のほか、「11-

6 地域の看護協会と連携した活動を検討し

ている」といったように研修生の活動をバッ

クアップできるような地域に密着した団体と

の連携を検討するようなサブカテゴリーから

構成された。 

 

12) 課題 

最後に、対象教育機関が今回の調査の中

で語ったことのうち課題にあたるサブカテゴ

リーとして、「12-1 特定行為研修指定研修

機関申請書類の内容・書き方が困難で、諸手

続きの仕組みがわかりにくく、労力が多大で

ある」と「12-2 e ラーニングやリモート学

習では、研修生が置かれた環境が学習状況に

影響してしまったり、対面交流ほどの学習効

果がのぞめない」の 2 つが挙げられた。 

 

 ３．３ A 課程と B課程の相違、設置主体による特

徴 

   また、カテゴリー・サブカテゴリーの出現を施

設別に見ると、特定行為研修を組み込んだ B課程

と、これから B 課程への移行を検討している A課

程とでは出現カテゴリーに大きな違いはなかっ

た。しかし、サブカテゴリーでは、すでに教育を

開始している B 課程において、実習や実習施設に

関して、学習対象の効率化(4-1)、認定実習と特定

実習での課題・内容の区別(4-2)、指導者の質担保

のための調整(4-8)、調整力のある認定看護師の活

用(5-1)などが抽出された。また、教育方法につい

て、演習や eラーニングの学習時間等の確保(6-

2)、研修生が主体的に学習する教材や機会(6-7)、

特定認定看護師の役割や価値を認識できる教育(9-

2)などの特徴が見られた。 

  また、設置主体の違いによる特徴はみられなかっ

た。 

 

４ 考察 

 

４．１ 「効率的な研修体制の在り方」の構造 

本研究では、実際にどのような研修体制で実

施・運営されているのかという「労力」と、その

労力を通じて得ようとしている「成果」の両者を

示すことによって、「効率的な研修体制の在り

方」を明らかにしようとした。 

カテゴリー間の関係性を検討した結果、図 2の

ような構造を描くことができた。カテゴリー1

「多職種チームの中で看護学的根拠を基盤に最善

のケアとして特定行為を実現できる看護師の育

成」とカテゴリー2「認定看護師の実践・実績を

継承しつつ、特定行為と同時に修得できる魅力」

は、教育機関にとっては、いわゆる成果となるも

のであり、その成果を得ようと研修体制の実施・
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運営をしている。そして、この研修体制は、カテ

ゴリー10「運用・財務面での効率化」とともに、

カテゴリー3 の「e ラーニング」、カテゴリー4・5

に象徴される「実習」、同じくカテゴリー6・9に

象徴される「学習の促進」といった要素がカテゴ

リー8 と示された「カリキュラム構成」に連動し

ており、一方で研修後までも支援を継続するカテ

ゴリー11 にまで及ぶ。さらに、カテゴリー7「地

域や組織の資源活用」が駆使されることによって

支えられていると思われた。すなわち、「効率的

な研修体制の在り方」として、カテゴリー3から

11 を精力的に「労力」として注いでいくことによ

って、カテゴリー1と 2である「成果」を得よう

としている構造である。 

カテゴリー1と 2において、対象者が特に強調

して語っていたのは、特定行為の実施はあくまで

も看護に立脚するものだということである。看護

師による特定行為の実施は、医師によると医師不

足解消やタスク・シフティングの文脈の中で語ら

れる 1)2)。しかし、特定行為を実施できる看護師達

が労働力を単に補うのとは別の次元で高い医療を

提供することに貢献し、医学のみならず看護の視

点を融合させた医療の提供によって、これまで医

学的治療だけを受けてきたために我慢が必要な療

養生活を強いられてきた患者の状況が解消され、

患者の QOLの向上に寄与していることが多く報告

されてきている 3)-6)。 

対象となった教育機関ではまだ研修生が輩出さ

れておらず、また「成果」を評価するには年単位

での経過が必要となることから、成果は今後の評

価を待つことになる。しかし、カテゴリー2「認

定看護師の実践・実績を継承しつつ、特定行為と

同時に修得できる魅力」については、既に認定看

護師の実績が周知されていることが魅力の基盤と

なっている。つまり、B課程では看護を基盤とす

ることがより明確である。今回対象となった教育

機関が、特定行為を行うためだけの看護師の育成

を目指しているのではないことから B課程でこそ

研修を受けたいと考える研修生を集められると思

われる。それによって B課程教育機関は、カテゴ

リー1「多職種チームの中で看護学的根拠を基盤

に最善のケアとして特定行為を実現できる看護師

の育成」をより強力に推し進めることができるだ

ろう。 

 

４．２ 効率的な研修体制における実施・運営の特

徴 

カテゴリー3～11の「労力」として提供してい

るものから、効率的な研修体制における実施・運

営の特徴を、今後の研修運営に活かせるよう、学

習支援、e-ラーニング、実習、強み・資源の活

用、継続的支援という 5つの視点で考察する。 

 

1) 多様な背景をもつ受講者の、効率的な学習の

積み上げを考慮した学習支援（カテゴリー

6,8,9） 

効率的な教育方法として特徴的だったの

は、サブカテゴリー「6-2 演習や eラーニン

グに要する学習時間、実習時間の確保につい

て検討する」、サブカテゴリー「8-3 指定時

間数内で効率よく学修できるよう、eラーニン

グや科目間における教育内容の重複を判断し

てシラバスを作成する」などに示されたよう

に、限られた時間内でいかに必要な学習を網

羅するかということと、サブカテゴリー「6-3 

グループダイナミクスを活かして学習が促進

されるよう、研修生の個々の背景に応じた配

置を工夫する」にあったような、能力・学習

到達度の異なる研修生の背景を活かしていか

に学習効率をあげるかの 2点であった。 

前者に関しては、学習目標が到達できるよ

う、科目学習や実習に要する時間をシミュレ

ーションし、その時間が確保できるよう検討

していた。教育機関のいくつかは、このこと

に労力を注いでいたが、いずれも開講前もし

くは開講直後で B課程としての教育が初めて

であったことが当然影響していたと思われ

る。開講初期段階で学習内容と要する時間の

検討を行い評価しておくことは、それ以降の

教育の効率化に繋がると思われる。 

後者では、入学時点での研修生の能力や学

習到達度が異なることが想定されることから

研修生同士のピアサポートを活用する事によ

って効率的に全体として学習レベルが向上す

るように工夫していた。また、サブカテゴリ

ー6-5 に示されたように、ほとんどの教育機関

が専門看護師や認定看護師、特定行為研修修

了者、専門分野の第一線にいる講師を招聘し

ており、実践能力や実践的な学習到達度の向

上に努めていたことがわかる。このことは、

カテゴリー9「分野の専門性を高める特定の教

育内容の強化」において、より専門性の高い

内容を取り入れている教育機関が多かったこ

とからもいえる。対象となった教育機関はい

ずれもこれまでに A課程の認定看護師教育の

経験があり現任教育をおこなってきた経験が

あることから、入学時から研修生間に能力差

や学習到達度があることをある程度把握して

おり、B課程となればさらにその差が開くこと

が想定あるいは実感できたといえる。だから

こそ、その差が全体の学習レベルを引き下げ

ることのないように、かつ、研修生の背景を

活かすことで効率的に学習レベルを維持しよ

うとしていたと思われる。 

 

2) 効率的な eラーニングの効果的運用（カテゴ

リー3,6-1） 
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研修体制においては、全ての対象教育機関

が eラーニングを取り入れているか取り入れ

ることを予定しており、eラーニングは研修体

制の前提となっていた。eラーニングは、研修

生が働きながら学習することを可能とするも

のであり時間的にも空間的にも効率的な研修

体制にして欠かせない。しかしながら、サブ

カテゴリー「12-2 eラーニングやリモート学

習では、研修生が置かれた環境が学習状況に

影響してしまったり、対面交流ほどの学習効

果がのぞめない」と、課題として示されてい

たように、その学習効果は、インターネット

環境や職場の環境など研修生の生活・職場環

境に影響されたり、対面授業や集合教育のよ

うな他者との交流のもとでの学習に比しある

程度劣る部分があるのは否めないだろう。そ

こで、対象教育機関の多くは、そうした課題

に対応するため、学習状況を共有したり、学

習環境を整えられるように働きかけるなどの

試みをおこなっていた。「看護師の特定行為研

修の効果および評価に関する研究」において

も、e ラーニング内容を対面授業にて実習前に

補填していることが報告されており、既存の e

ラーニング教材を用いる場合は、その内容に

応じて教育機関が調整していく必要があると

されていた 7)。また、インターネットをベース

とした学習は一般に効率的であるとされるも

のの学習に要する時間としては従来と変わら

ないという研究結果もあり、効率化は eラー

ニングといった媒体に依存するというよりも

学習者の適性やコース設計にも依存するとも

いわれる 8)。つまり、e ラーニングは取り入れ

れば良いというものではなく、より効果的に

活用するための何らかのバックアップ体制が

存在することによって、その効率性は高まる

のだと思われた。 

 

3) 学習者のより効果的・効率的な学習を可能と

し、研修機関の強みを活かした実習の工夫（カ

テゴリー4,5,8-2） 

研修体制において、実習に関することは要

である。教育機関は、実習を受け入れ協力し

てくれる施設を確保できないと教育機関とし

ての指定を受けることができないため、実習

にかかわる指導医の理解や協力を得るのに大

きな労力を割いている。しかしそれだけでは

なく、できるだけ研修生にとって有益な実習

となるよう様々な工夫をし、限られた時間で

最大限の成果が得られるよう効率化も図って

いた。その工夫は多岐にわたったが、実習先

施設と指導者、実習スケジュールの組み方に

注力していた。 

特に、実習スケジュールについて特徴的だ

ったのは、サブカテゴリー「4-5 特定研修と

認定実習それぞれの課題や期間を考慮して実

習スケジュールを組む」に示されたように、

特定実習と認定実習とでは課題や期間が異な

るため、それぞれの実習目的に応じてより学

習効果が高まるように実習スケジュールを検

討していた教育機関がある一方、サブカテゴ

リー「8-2 学習の場を移動することによる研

修生や所属施設の負担を減らせるようなスケ

ジュールとする」のように、研修生の移動負

担を考慮して実習スケジュールを検討してい

た教育機関があったことであった。前者では B

課程が多かったのに対し、後者は A 課程が多

かったことから、これから開講する教育機関

は研修生の移動負担の軽減のほうに関心が高

いように見受けられた。しかしながら、B2 教

育機関のように、両者を叶えようと検討して

いる教育機関もあり、学習の効果と移動負担

軽減という両者に関する効率化の視点をもつ

ことも重要だと考えられた。 

実習施設の確保に関して対照的だったのは

B3と B1であった。B3 は既に特定行為研修の

経験が蓄積されていたことから附属医療機関

の指導医の理解や協力が十分に得られ、また

附属医療機関内の特定行為研修修了者からの

支援を得ており B課程の実習受け入れが非常

にスムーズであった。一方で、B1はその附属

医療機関において、特定行為研修に対する指

導医や臨床現場の理解がなかったことから、

その説明に多大な労力を要し、また、教育機

関の教員が臨地での実習にサポートやコーデ

ィネートに入るなどの工夫や労力も必要とな

っていた。 

特定行為研修は、一部の診療の補助行為を

医師と協働で行うことから、医師の理解と協

力を要する研修であるが、その認識はまだ多

様である。医師不足による医療崩壊を防ぐ観

点からは、看護に拘らないようにしないと医

師には受け入れがたいという意見もある一方

で 1)、看護の特徴である様々な症状の管理や救

急管理、一般的スクリーニング、教育、心理

社会的支援をベースとした学際的チームの一

員として看護師の役割機能の拡大に期待する

意見が医師からも挙がっている 9)。医師側から

すると確かに医師の負担を軽減できるメリッ

トは重要ではあるが、それだけでなく医療チ

ームの一員として患者に与える利益の観点か

らも医師の理解を得られるようにしていくこ

とが重要である。このように、実習を効率化

していくという意味では、受け入れる実習施

設の特定行為研修に関する成熟がのぞまれ、

教育機関ごとの工夫や労力に任せるよりも、

全国的な政策として実習協力施設となる医療

機関に働きかけていくことが効率的ではない

かと思われた。 
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4) 研修機関や地域の強み・資源の活用（カテゴ

リー7,10） 

本研究結果から、効率的な研修体制におい

ては、地域や組織がすでに持っている資源を

活用することが重要であることが明らかとな

った。ほとんどの教育機関は、教育機関が所

在する地域や組織が所有する物的・環境的資

源を有効活用していた。 

これは、各教育機関がその地域や組織の特

性・特徴を十分に理解しているからこそ可能

となることである。このことはまた、サブカ

テゴリー1-7 において「地域/社会のニーズに

合致した看護実践ができる看護師を育成す

る」に現れているように、各教育機関が地域

から求められているニーズに応えられる看護

師の育成を目指していることから、地域資源

を生かし地域に貢献するという双方向性とな

る。地域資源を活用して育成された看護師

が、地域のニーズに応え活動していくことに

よって循環していくことがより効率的となる

と思われた。 

また、地域や組織が所有している資源の活

用に関しては、いくつかの教育機関がカテゴ

リー7 において、資源の活用は教育内容や学習

環境をより効率的にするという観点からあげ

ている一方で、カテゴリー10 においては、資

源の活用によってより経済効率が高くなると

いう観点からもあげていた。つまり、資源の

活用は、教育的にも経済的にも効率的側面を

含んだものとなった。 

最後に、資源の活用という意味で効率的で

あると思われたのは、いくつかの教育機関が

導入していた複数分野/コースの設置である。

すでに認定看護師教育課程として複数分野を

設置している教育機関だけでなく、単分野の

教育機関であっても特定行為研修のみのコー

スや B課程の中で認定看護師を対象に特定行

為研修のみ履修する者を受け入れるなどして

いた。このようにひとつの課程で複数の分野/

コースを選択できるようにしている教育機関

は、研修生の能力や経験などの背景が多様と

なることから学習内容の相乗効果が得られる

といった学習効率の高さに加え、研修の運

用・財務面においても効率的となり有用と考

えられた。 

 

5) 修了者の活動をフォローアップする継続的支

援（カテゴリー11） 

すべての教育機関が研修後にフォローアッ

プのための研修を行うか、もしくは行う予定

であった。このことは、これまでの認定看護

師教育では研修後のフォローアップに力をい

れてきたことから当然といえる。そのほか、

研修の運営に研修修了生を活用するなどして

研修後のステップアップを支援していたが、

これは研修の運営そのものも充実することに

つながるため、効率的であると考えられた。

また、地域の看護協会との連携も検討してい

る教育機関もあったものの 1 教育機関と少な

く、さらに自治体や地域団体との連携につな

がるような研修後のフォローについてはあま

り言及されなかった。特定行為研修修了者が

地域の看護系団体主催の研修講師を担当して

いる報告もあり 10)、地域との連携によって研

修修了者自身だけでなく地域全体の看護の質

向上に寄与している実態もある。地域のニー

ズに応じることのできる、地域に密着した看

護師の育成という意味をもちつつ、今後もよ

り一層の自治体や地域団体等との連携が、効

率化のうえでもさらに必要になってくるので

はないかと思われた。 

 

５ 結語 

本研究において、特定行為研修を組み込んでい

る認定看護師教育機関にインタビューすることに

より、研修体制の実態と、研修受講者の効率的な

養成に資する研修提供体制の質的特徴が明らかと

なった。 

対象となった 10教育機関 596 コードを分析し

た結果、サブカテゴリー67、カテゴリー12 に統合

された。 

カテゴリーは、1) 多職種チームの中で看護学

的根拠を基盤に最善のケアとして特定行為を実現

できる看護師の育成、2) 認定看護師の実践・実

績を継承しつつ、特定行為と同時に修得できる魅

力、3) e ラーニングを効果的・効率的に運用でき

る体制、4) 制約のある中でも最大限、研修生の

成長と専門性を高める実習方法、5) 実習施設の

確保や協力を得るための工夫、6) 研修生の学習

を促進する教育方法の検討、7) 地域や組織の資

源を活かした教育内容や学習環境、8) 学習方法

や学習環境の効率化を踏まえ学習の順序性を考慮

したカリキュラム構成、9) 分野の専門性を高め

る特定の教育内容の強化、10) 運用・財務面での

効率化の検討、11) 研修修了後の学習や活動継続

のための支援、12) 課題、である。 

本研修における「効率的な研修体制の在り方」

を操作的に定義した「使った労力」に対応するも

のとして実際にどのような研修体制で実施・運営

されているのか、「得られた成果」を対象者がど

のような点において評価しようとしているのか、

どのような成果を得ようとしているのか、の観点

から、「効率的な研修体制の在り方」の構造化を

試みた。得ようとしている成果はカテゴリー1 と

2、使った労力としてのそれを目指す研修の実

施・運営にはカテゴリー3～9、および 11、それを

支えるカテゴリー7 および 10 が明らかとなった。 
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特定行為研修を組み込んでいる認定看護師教育

の修了者の輩出はこれからであり、今後は、さら

に修了者の修了後の活動の実際を含め、教育の精

錬による効率的な研修提供が期待され、より明確

な指標開発が求められるだろう。 

 

__________________________ 
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  図１ 研究の流れ図 

研究 2：インタビュー調査 

【対象】 特定行為研修を組み込んでいる認定

看護師教育機関（B 課程）と、特定行為

研修を組み込んでいない認定看護師教

育機関（A 課程） あわせて 10 機関 

【調査内容】 認定看護師教育と特定行為研修

を連携させたカリキュラム構築・教育運営

の実際と、課題や工夫など 
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表1 対象施設の概要 　

対象施設 B1 B2 B3 B4 B5
組織区分 医療関係団体 医療関係団体 大学 大学 医療関係団体

特定行為研修 開設年 2020 2018 2017 2020 2015
A課程認定看護師教育課程 開設年 2009 2005 2020 2009 1997

管理責任者数 1名 1名 1名 1名 1名
B課程認定看護師教育課程 専任教員数 10名/5分野 2名/1分野 4名/2分野 2名/1分野 15名/5分野
B課程認定看護師教育課程 開講期間 12ヵ月 12ヵ月 10ヵ月 12ヵ月 12ヵ月

B課程認定看護師教育課程
2020年度の研修生数

48名/5分野 33名/1分野 35名/2分野 3名/1分野 120名/5分野

B課程認定看護師教育課程 定員数 50名/5分野 30名/1分野 30名/2分野 6名/1分野 120名/5分野

採用しているe-learning教材 SQ SQ SQ 日本看護協会
SQ

日本看護協会

インタビュー対象者の職位と人数 管理責任者1名
主任教員2名

主任教員1名
専任教員1名

管理責任者1名 主任教員1名 主任教員2名

対象施設 A1 A2 A3 A4 A5

組織区分 医療関係団体 大学 医療関係団体 大学 大学
特定行為研修 開設年 2015 開設なし 2021 開設なし 開設なし

A課程認定看護師教育課程 開設年 2012 2007 2005 2007 2013
B課程認定看護師教育課程 開設予定年 2021 2021 2021 2022 2022

管理責任者数 1名 1名 1名 1名 1名
A課程認定教育課程 専任教員数 2名/1分野 1名/1分野 4名/2分野 2名/1分野 2名/1分野
B課程認定教育課程 専任教員数 2名/1分野 3名/1分野 2名/1分野 2名/1分野 2名/1分野

A課程認定看護師教育課程 開講期間 8ヵ月 6ヵ月 11ヵ月 8ヵ月 7ヵ月
B課程認定看護師教育課程 開講予定期間 12ヵ月 12ヵ月 11ヵ月 未定 未定

A課程認定看護師教育課程
2020年度の研修生数

13名/1分野 20名/1分野 46名/2分野 30名/1分野 30名/1分野

B課程認定看護師教育課程 予定定員数 10名/1分野 20名/1分野 25名/1分野 未定 未定
e-learningの種類 SQ 検討中 SQ 検討中 日本看護協会

インタビュー対象者の職位と人数 主任教員1名 主任教員1名 専任教員1名 主任教員1名 主任教員1名
専任教員1名

37
インタビュー時間（分） 64 58 60 50 54

分析対象コード数 44 52 41 38

71
インタビュー時間（分） 89 77 84 87 88

分析対象コード数 88 59 80 86
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表 2 「効率的な研修体制の在り方」分析結果 

カテゴリー サブカテゴリー 
サブカテゴリーが抽出された対象 

A1 A2 A3 A4 A5 B1 B2 B3 B4 B5 

1 多職種チームの中

で看護学的根拠を基

盤に最善のケアとして

特定行為を実現できる

看護師の育成 

1-1 認定看護分野の専門性を基盤に看護学的根

拠をもったアセスメントをする 
  ● ● ● ● ●   ● ● ● 

1-2 手順書通りの医行為実施にとどまらず、実施

判断を含め、看護の基盤である患者の生活を視点

に医行為をおこなう 

● ● ●   ●     ● ● ● 

1-3 多職種におけるチーム医療のキーパーソンと

なる 
      ● ●   ● ● ● ● 

1-4 臨床推論・病態判断・医療面接・フィジカルア

セスメント等医学的知識基盤や技術の強化によっ

て、看護の専門性を高める  

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

1-5 認定看護師としての専門知識・技術を基盤と

した特定研修によって学習が深化し視野や活動が

拡大する 

    ● ● ● ●     ● ● 

1-6 医師との共通言語を持ち得て、ディスカッショ

ンや報告を含めたコミュニケーションがよりスムーズ

になる 

  ●   ● ●         ● 

1-7 地域/社会のニーズに合致した看護実践がで

きる看護師を育成する 
● ● ● ● ● ●   ● ● ● 

1-8 自律/自立した、自ら成長できる看護師を目

指す 
  ●           ●     

1-9 特定行為という名目によらず、看護をより高い

水準で実践できる看護師を目指す 
●     ●       ●   ● 

1-10 看護職を組織化したり指導的な役割を担っ

ていくことを目指す 
            ● ●     

2 認定看護師の実

践・実績を継承しつ

つ、特定行為と同時に

修得できる魅力 

2-1 認定看護師としての役割や能力が求められて

おり、今後も継承することを重視する 
● ● ● ●   ● ● ● ●   

2-2 認定看護師は特定行為を任せられるという医

師からの信頼がある 
        ●       ● ● 

2-3 認定看護師は組織を理解しており組織的に

活動することが可能である 
            ●     ● 

2-4 認定看護師のアセスメント力、多職種との調

整力、組織化力を学べるよう、それらの力のある者

を教員として置く 

          ●   ●     
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2-5 B 課程での学習(特定認定看護師としての活

動)が、看護師に期待されている 
● ●     ● ● ● ●     

2-6 今後の活用を鑑み、看護管理者や医師が B

課程（特定認定看護師）に期待し支持している 
● ● ●   ● ●   ●     

2-7 認定課程と特定研修の両方を同時に修得で

きる 
●             ●     

3 e ラーニングを効果

的・効率的に運用でき

る体制 

3-1 e ラーニングの学習・進捗状況を研修生同士

や教員とで共有したり、継続学習を促す仕組みを取

り入れて学習を支援する 

      ●   ● ● ● ● ● 

3-2 e ラーニング学習環境の支援を職場で受けら

れているか確認したり研修生本人や所属施設に働

きかけたりする 

          ● ● ● ● ● 

3-3 e ラーニング学習内容と所要時間を検討し、

学習の進め方を工夫して研修生に示す 
          ● ●     ● 

3-4 研修生にとって最も効果的・効率的な e ラー

ニング教材を選択する 
  ● ● ● ● ●     ●   

3-5 e ラーニング期間を、それ以降の教育準備期

間としても活用する 
                ●   

4 制約のある中でも

最大限、研修生の成

長と専門性を高める実

習方法 

4-1 指導医の専門分野を認定看護分野とを一致

させたり、1 事例で複数区分実習できるようにするな

ど、学習対象の効率化を図る 

              ● ●   

4-2 認定実習と特定実習とで学習課題・内容を明

確に区別する 
            ●   ●   

4-3 特定行為の技術習得だけでなく、自施設にお

ける自己の課題達成・統合的成長を目指した実習

にする 

  ●             ●   

4-4 専門分野の特徴(対象特性)や特定行為と看

護との統合を学ぶのに最適な、実習施設を選択す

る 

  ●         ● ● ● ● 

4-5 特定実習と認定実習それぞれの課題や期間

を考慮して実習スケジュールを組む 
            ● ● ●   

4-6 効率的に実習に臨めるように、課題やトレーニ

ング演習、イメージ作りなどの実習前学習機会を設

ける 

      ●       ● ●   

4-7 修了後も研修生への指導を継続するため、自

施設で特定実習を実施できるよう調整する 
●   ●       ●       

4-8 指導の質を担保するために、特定研修修了

認定看護師など研修に慣れた指導者のいる施設で
                ● ● 
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実習できるよう調整したり、それに準じた工夫をす

る。 

4-9 研修生の学習進捗の確認や支援のため、実

習施設との連携を密に行う方法を検討する 
    ●               

5 実習施設の確保や

協力を得るための工夫 

5-1 指導医の理解を得て実習協力施設を増やす

には、調整力のある認定看護師の実績を活かす 
                ●   

5-2 実習施設の指導医・看護部の理解や協力を

得るための課題を認識し方略を検討する 
    ● ● ● ●   ● ●   

6 研修生の学習を促

進する教育方法の検

討 

6-1 演習対照表やズームでのグループワークな

ど、e ラーニングや遠隔学習を補完・支援する教材

や教育方法を検討・実施する 

●   ●       ● ● ● ● 

6-2 演習や e ラーニングに要する学習時間、実習

時間の確保について検討する 
            ●   ● ● 

6-3 グループダイナミクスを活かして学習が促進さ

れるように、研修生の個々の背景に応じた配置を工

夫する 

  ●         ●   ● ● 

6-4 研修生のレディネスを高めるために、個々の

能力や理解度・到達度を見極め、事前課題などを

検討する 

● ● ●       ●   ● ● 

6-5 専門看護師や認定看護師、特定研修修了

者、専門分野の第一線にいる者など対象患者像や

ニーズを熟知する者が、講師や教員となることで学

習を強化する 

●     ● ● ● ● ●   ● 

6-6 研修の時間と空間を効率的に使って学習で

きる形態を工夫する 
    ●             ● 

6-7 研修生が主体的に学習するように、自己選択

式の学習材料や機会を提示しておく 
            ●     ● 

7 地域や組織の資源

を活かした教育内容や

学習環境 

7-1 地域に存在あるいは組織が所有する、シミュ

レーション設備、図書室、専門外来などの物的/環

境的資源を活用する 

● ● ● ● ● ● ●   ●   

7-2 組織内や地域施設に所属する他学科教員や

医療職などの人的資源を活用する 
● ● ●   ●   ● ● ●   

7-3 研修生の実習生活にかかわる負担を軽減で

きるような地域資源を活かす 
● ●     ●   ●       

7-4 複数課程の利点を生かし、合同・交流する授

業形態や聴講を取り入れ、多様な視点を研修生に

与える 

●   ●     . ● ●   ● 
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7-5 特定研修や認定課程の運営経験、大学や臨

床での実践・教育経験、理解ある指導医の存在な

ど、組織に蓄積された実績を生かす 

        ●   ● ●   ● 

7-6 組織(設置母体)が協力的で理解がある、課

程の設置意義を理解している 
●     ●             

8 学習方法や学習環

境の効率化を踏まえ

学習順序性を考慮し

たカリキュラム構成 

8-1 共通科目や特定研修区分科目、認定教育科

目の組み合わせ方など教育内容の順番を、研修生

の思考・態度の修養過程に応じたものとする 

  ● ●     ● ● ● ● ● 

8-2 学習の場を移動することによる研修生や所属

施設の負担を減らせるようなスケジュールとする 
● ● ● ●     ●       

8-3 指定時間数内で効率よく学修できるよう、e ラ

ーニングや科目間における教育内容の重複を判断

してシラバスを作成する 

    ●   ● ● ●     ● 

9 分野の専門性を高

める特定の教育内容

の強化 

9-1 当該分野にとって専門性の高い教育内容を

取り入れる 
●     ● ● ● ●   ● ● 

9-2 特定行為のできる認定看護師の役割や社会

的要請における価値を認識し説明できるような教育

をする 

                ● ● 

10 運用・財務面での

効率化の検討 

10-1 分野・コースあるいは受講定員数の拡大を

検討する 
  ● ● ●   ●   ● ●   

10-2 複数課程の設置など、同一教育機関内で

様々な研修生のニーズに対応できるようにする 
  ● ●   ●       ●   

10-3 経済効率の高い e ラーニング教材を選択す

る 
  ●         ●   ●   

10-4 地域や組織が所有している設備や機材など

の資源を利用する 
    ● ●   ● ● ● ●   

10-5 受講料の妥当性を検討したうえで費用を設

定する 
  ●                 

10-6 組織内で講師を調達することで、人件費を

安価に保つ 
        ● ● ● ●     

10-7 財務的に負担の少ない高額機材購入・借用

計画をたてる 
          ●         

10-8 当該教育課程を含む組織全体で、財務的

なバランスをとる 
●       ●     ●   ● 

11-1 研修修了後、年数回ニーズを踏まえたフォ

ローアップ研修や集合教育等をする 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
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11 研修修了後の学

習や活動継続のため

の支援 

11-2 研修修了後、講師・ファシリテーターなどで

研修運営に携わってもらうことでステップアップを支

援する 

●           ●       

11-3 研修修了後、シミュレーション機器利用や聴

講・再履修制度、長期研修受入などで引き続き教

育機関を活用できる 

          ●     ●   

11-4 研修修了生のメーリングリストや会を作り、情

報の共有をする 
          ● ●       

11-5 学会発表や執筆指導、モチベーション維持

のための心理的配慮などによって活動継続を支援

する 

  ●   ●           ● 

11-6 地域の看護協会と連携した活動を検討して

いる 
              ●     

12 課題 12-1 特定行為研修指定研修機関申請書類の内

容・書き方が困難で、諸手続きの仕組みがわかりに

くく、労力が多大である 

  ● ● ● ● ●   ●     

12-2 e ラーニングやリモート学習では、研修生が

置かれた環境が学習状況に影響してしまったり、対

面交流ほどの学習効果がのぞめない 

●     ● ● ● ● ● ● 
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図２ 効率的な研修体制の在り方 
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